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PR1.  科学技術を巡る主要国等の政策動向分析

PR2 日本と主要国のインプット アウトプット比較分析

科学技術政策研究所の12プロジェクト第３期科学技術基本計画のフォローアップに係る調査研究 （実施期間：2008年度）

１． 海外の政策動向のレビュー

主要国等の科学技術政策動向の分析（PR1）
調査の全体構成

PR2.  日本と主要国のインプット・アウトプット比較分析

PR3.  イノベーションの経済分析

PR4.  内外研究者へのインタビュー調査

PR5.  特定の研究組織に関する総合的ベンチマーキング
のための調査

主要国等の科学技術政策動向の分析（PR1）
★基本的な政策動向の概観 ★主要政策課題に関する詳細分析

２． 日本の全体的状況の把握

マクロデータ分析（PR2）
★インプット・アウトプットの国際比較 ★研究者数、研究費等の国際比較性の向上
TFP（全要素生産性）の分析（PR3）
★各種ミクロデ タを企業単位で接続したデ タセットの整備 ★企業における研究開発活動等とTFPの関係の分析 のための調査

PR6.  日本の大学に関するシステム分析

PR7.  科学技術人材に関する調査

PR8.  大学・大学院の教育に関する調査

PR9 イノベ シ ンシステムに関する調査

★各種ミクロデータを企業単位で接続したデータセットの整備 ★企業における研究開発活動等とTFPの関係の分析
定性的分析（PR4）
★国内研究者へのインタビュー ★アメリカ等の研究者へのインタビュー

３． 公的研究部門のシステム分析

組織内部構造と運営の分析（PR5）
★日本の大学とアメリカの大学の比較 ★日本の研究拠点と海外の研究拠点の比較

PR9.  イノベーションシステムに関する調査

PR10. 基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査

PR11. 第４期基本計画で重視すべき新たな科学技術に
関する検討

PR12 政府投資が生み出した成果の調査

大学群をシステムとして捉える構造分析（PR6）
★日本の大学群と英国の大学群の比較
研究時間分析による大学の研究環境の把握（PR6）
★大学サイズ、分野、研究者の年代、役職等による特性と問題点の抽出

４． 科学技術人材に関する分析

世界クラスの人材の存在状況（PR7） PR12. 政府投資が生み出した成果の調査世界クラスの人材の存在状況（PR7）
研究人材の流動性（PR7）
★日本人研究者の分野間、機関間等の流動状況の把握 ★流動性の決定要因分析
大学・大学院の教育（PR8）
★大学院教育と大学院生の質に関する現状把握と課題の抽出 ★博士課程修了者の進路動向分析

５． イノベーションシステムの状況分析

知的財産の創出と産学官連携（PR9）

既存の分野を超えた学際的な
２つのタイプの分科会によって議論

知的財産の創出と産学官連携（PR9）
地域イノベーション（PR9）
イノベーションを支える基盤（PR9）
★国際標準に関する分析 ★基盤的な先端研究開発施設に関する分析 ★ベンチャー企業の環境に関する分析

６． 先端的研究の動向

第4期基本計画で重視すべき新たな科学技術に関する検討（PR11）
各

科学技術の分野横断議論

分野横断型メンバーによる融合型議論

４つの目標別議論 分野横断型の１２分科会

★「重要な領域・課題」あるいは「将来の社会で必要とされる科学技術」を分野・領域・技術課題といった各段階で抽出
★評価データの収集等は2009年度に実施予定

７． 科学技術が生み出した成果

大学・研究機関の多様な成果（PR12）
★最近得られた（あるいは大きく進展した）大学・研究機関の成果リストの作成
公的研究開発・支援がこれまで果たしてきた役割（PR12）
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★特に公的研究開発・支援が果たしてきた役割の大きい12事例について分析
産業および国民生活に与えたインパクトの測定（PR3）
★特定の生産技術や新製品を対象として、そのイノベーションの経済的インパクト等を計測

※ＰＲ10「基本計画の達成状況評価のためのデータ収集調査」では、第3期科学技術基本計画に記載される達成項目を
広く取り上げ、可能な限り定量的に評価。

別
議
論

（国際）協調

（国際）競争

人
文

・
社

会
科

を
含

む
学

課題 領域 1



日本 米国 英国 ドイツ

高等教育機関の研
究開発費

140→151→159
100億円

225→285→358
億ドル

16.4→20.7→24.8
億ポンド

58.7→65.5→68.3
億ユーロ

日本 米国 英国 ドイツ

高等教育機関の研
究開発費

140→151→159
100億円

225→285→358
億ドル

16.4→20.7→24.8
億ポンド

58.7→65.5→68.3
億ユーロ

<自然科学系の論文生産性(高等教育部門)>

高等教育部門のインプット アウトプットデ タの国際比較性を向上させた上で 日本と主要国のイン

日米英独の高等教育部門マクロ比較

（自国通貨） 1.13倍 1.59倍 1.51倍 1.16倍

研究者数

15.4→15.4→16.3
万人
1.06倍

26.8→28.5→33.4
万人
1.25倍

9.0→10.1→9.8
万人
1.09倍

9.5→9.7→10.0
万人
1.05倍

論文数

5.68→6.02→6.36
万件
1 12倍

18.2→18.3→21.9
万件
1 20倍

4.22→4.40→4.98
万件
1 18倍

3.90→3.97→4.45
万件
1 14倍

（自国通貨） 1.13倍 1.59倍 1.51倍 1.16倍

研究者数

15.4→15.4→16.3
万人
1.06倍

26.8→28.5→33.4
万人
1.25倍

9.0→10.1→9.8
万人
1.09倍

9.5→9.7→10.0
万人
1.05倍

論文数

5.68→6.02→6.36
万件
1 12倍

18.2→18.3→21.9
万件
1 20倍

4.22→4.40→4.98
万件
1 18倍

3.90→3.97→4.45
万件
1 14倍

①国際比較性を高めた統計整備が必要である。

日本を含む4カ国における人口百万人あたりの研究者数は、2,000～2,500人程度で大きな

高等教育部門のインプット・アウトプットデータの国際比較性を向上させた上で、日本と主要国のイン
プット・アウトプット比較分析を行い、この間、各国のインプット・アウトプットや論文生産性にどのような
変化があったかを明らかにした。

1.12倍 1.20倍 1.18倍 1.14倍

トップ10％論文数
0.41→0.45→0.46

万件
1.11倍

3.02→3.13→3.44
万件
1.14倍

0.55→0.61→0.68
万件
1.24倍

0.40→0.46→0.54
万件
1.32倍

研究開発費（PPPドル）

あたりの論文生産性

688→678→682
件／億ドル
0.99倍

809→643→613
件／億ドル
0.76倍

1645→1360→1287
件／億ドル
0.78倍

658→600→646
件／億ドル
0.98倍

1.12倍 1.20倍 1.18倍 1.14倍

トップ10％論文数
0.41→0.45→0.46

万件
1.11倍

3.02→3.13→3.44
万件
1.14倍

0.55→0.61→0.68
万件
1.24倍

0.40→0.46→0.54
万件
1.32倍

研究開発費（PPPドル）

あたりの論文生産性

688→678→682
件／億ドル
0.99倍

809→643→613
件／億ドル
0.76倍

1645→1360→1287
件／億ドル
0.78倍

658→600→646
件／億ドル
0.98倍

本を含 国 百 あ り 研究者数 、 , , 程度

差はない。

②英国や米国は、高等教育部門の研究開発費を急激に伸ばしている。

③日本の論文生産性は、米国、英国、ドイツと比べて極端に低くは無い。ただし、トップ10%
論文生産性においては課題がある。

既存の論文生産性分析においては 研究者や研究開発費あたりの日本の論文生産性が

研究者あたり
の論文生産性

0.37→0.39→0.39
件／人
1.05倍

0.68→0.64→0.66
件／人
0.97倍

0.47→0.44→0.51
件／人
1.09倍

0.41→0.41→0.44
件／人
1.08倍

研究者あたり
の論文生産性

0.37→0.39→0.39
件／人
1.05倍

0.68→0.64→0.66
件／人
0.97倍

0.47→0.44→0.51
件／人
1.09倍

0.41→0.41→0.44
件／人
1.08倍

既存の論文生産性分析においては、研究者や研究開発費あたりの日本の論文生産性が、

米国、英国、ドイツに比べて極端に低いという結果が得られていたが、これはデータの国際

比較性が低かったことが一因であった。

④理工農系（非臨床医学）において、日本の高等教育部門は健闘している。

2004～2006年の日本の研究開発費あたりの論文生産性は、米国やドイツよりも高い。また、

注１： 各セルの数値は、左から順にA:1996～1998年、B:2000～2002年、C:2004～2006年の平均値。また、倍率は期間A→Cにおける数値の変化を表す。
注２： 金額はGDPデフレータによる物価調整済み(1996年基準）。
注３： 英国のインプットデータには大学病院のリソース(研究者数や研究開発費)が含まれていない。このため、英国の論文生産性は、他国と比べて大きくなっ

ている可能性がある。

研究者あたりの論文生産性も、英国やドイツを上回る。

⑤臨床医学系において、日本の高等教育部門の論文生産が停滞している。

臨床医学系における日本の論文生産性は理工農系（非臨床医学）と比べて低いレベルにあ

る。論文数についても各国が大幅に増加させる中、微減している。

能性 あ 。

出典： (論文数) Elsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
(研究者数) 各国教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
(研究開発費) 各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計
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注1： 英国のインプットデータ（研究者数・研究開発費）には、大学附属病院が含まれていないが、アウトプットには含まれている。
注2： 金額はGDPデフレータによる物価調整済み(1996年基準）
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注： 各国データとも、2006年度（2006～2007年）データで比較 注1： 2000年以降のデータが無いため1999年の値を利用。
注2： 1999年以降のデータが無いため1998年の値を利用
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注2： 金額はGDPデフレータによる物価調整済み(1996年基準）。

出典： (論文数) Elsevier社SCOPUSカスタムデータに基づき科学技術政策研究所において集計
(研究開発費) 各国研究開発統計および教育統計に基づき科学技術政策研究所において集計 (研究者数) 各国教育統計に基づき科学技

術政策研究所において集計

注2： 1999年以降のデータが無いため1998年の値を利用。
出典：Main Science and Technology Indicators 2008 
(OECD)

出典：各国教育統計にもとづき科学技術政策研究所において集計

＜具体的な研究者数の求め方＞

科学技術研究調査における「研究本務者」の内訳（「教員」「大学院博士課程の在籍者」「医局員・その他の研究員」）に遡り、各国教
育統計データと対応付けを行った。各国の教育統計としては、アメリカ(中等後教育総合データシステム[IPEDS]）、英国(高等教育統
計局データ[HESA])、ドイツ(ドイツ総計局データ[Personal an Hochschulen])を用いた。 2
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＜各国の大学システム中の各グループのシェア＞

日本 英国

研究生産性が高いとされている英国と日本の個々の大学ごとに、インプットデータ（研究者数や研究
資金）とアウトプットデータ（論文数、トップ10％論文数）を連結させたデータセットを構築し、さらに大学

日英の大学の研究活動の詳細比較

35.5% 31 9%

20.8% 19.4%

24.0%
26.2%

27.7%
26.2%

20.4%
17.5%

16.3% 19.6%

15.5%
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20%
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60%

31 4% 33 0%

43% 42%

53% 54.0%

52.5% 51.4%
11% 11%

20%

40%

60%

資金）とアウトプットデ タ（論文数、トップ10％論文数）を連結させたデ タセットを構築し、さらに大学
をグループ化し日英比較をすることにより、日本の大学システムの特徴や時系列変化を明らかにした。

①日本の大学は英国より機能の分化の度合と上位集中度が高い。

日本には国公私立大学（短大を含む）が1096であり、英国には170である。

「自然科学系の論文生産に一定程度参加している大学」を抽出したところ、日本は全大学数

11.5% 10.1%

29.6%
24.2%

35.5% 31.9%

0%

教員・研究

者数

総事業費 外部受け入

れ研究費

論文数 トップ10％

論文数

被引用数

第1グループ 第2グループ 第3グループ 第4グループ

14% 15%

27% 23.7%
31.4% 33.0%

0%

教員・研究

者数

総事業費 外部受け入

れ研究費

論文数 トップ10％

論文数

被引用数

第1グループ 第2グループ 第3グループ 第4グループ

＜論文数シェアと研究者1人当たり論文数により分類された大学＞

自然科学系の論文生産に 定程度参加している大学」を抽出したところ、日本は全大学数

の2割弱（179大学）、英国は6割程度（95大学）である。

論文シェアについては、これらの大学が日本の97％、英国の99％を占める。同様に、外部

受け入れ研究費については、日本の88％、英国の96％を占める。

②英国は第２グループの層が厚い。

日本では 論文生産の量的な面では第1 2グル プがほぼ同等のシ アを持ち 被引用数
＜論文数シェアと研究者1人当たり論文数により分類された大学＞

日本では、論文生産の量的な面では第1、2グループがほぼ同等のシェアを持ち、被引用数

の高い論文という質的な面では、第1グループの方が大きなシェアを有している。量質両面

において第１グループが大きな役割を果たし、第2グループはその次である。

英国では、論文生産の量的な面で第2グループが50％以上のシェアを持ち、質的な面でも同

様に大きなシェアを有している。量質面において、第2グループのシェアが、第1グループを上

東京大学 東京工業大学 東京農工大学 豊橋技術科学大学 京都薬科大学
京都大学 名古屋工業大学 長岡技術科学大学 星薬科大学
大阪大学 総合研究大学院大学岐阜薬科大学
東北大学 北陸先端科学技術大学院大学

奈良先端科学技術大学院大学

九州大学 東京理科大学 電気通信大学 東北薬科大学
北海道大学 静岡大学 九州工業大学 豊田工業大学
名古屋大学 京都工芸繊維大学 大阪薬科大学

東京薬科大学 神戸薬科大学
帯広畜産大学 昭和薬科大学

研
究
者

クラスI
(2件～/

人）

クラスII
(1 5～2

日本
論文シェア

第1グループ(5％～) 第2グループ(1～5％) 第3グループ(0.5～1％) 第4グループ(0.05～0.5％)

回っている。

③ダイナミックな英国の第２グループ

過去10年程度の変化を見ると、英国では、グループ間を移動する大学の数が日本より多い。

その中でも、特に第3グループから第2グループへの移動が多く起きている。

英国の第2グループの中には、各分野における総研究支出額が第1グループと同等かそれ

帯広畜産大学 昭和薬科大学

広島大学 新潟大学 岐阜大学 京都府立医科大学 京都府立大学
筑波大学 大阪市立大学 大阪府立大学 兵庫医科大学 明治薬科大学
岡山大学 熊本大学 富山大学 埼玉大学 富山県立大学
千葉大学 長崎大学 山口大学 岩手大学 日本獣医生命科学大
神戸大学 東京医科歯科大学 三重大学 和歌山県立医科大学埼玉工業大学
金沢大学 信州大学 首都大学東京 東京海洋大学 共立薬科大学

徳島大学 横浜国立大学 目白大学
群馬大学 奈良女子大学

慶應義塾大学 鹿児島大学 東海大学
日本大学 近畿大学 山形大学
早稲田大学 愛媛大学 順天堂大学

北里大学 横浜市立大学 103大学

者
1
人
当
た
り
論
文
数

(1.5 2
件/人）

クラスIII
(1～1.5
件/人）

クラスIV
(0 1～1

＜各国大学システム中での論文
シェアによるグループ毎の大学数
（ 年）＞教 他 教 他

＜日英大学数の比較＞

日本 英国

英国の第2グル プの中には、各分野における総研究支出額が第1グル プと同等かそれ

以上の大学がいくつか存在している。

Imperial College of Science, Technology
and Medicine

Wales (central functions)

論文シェア
第1グループ(5％～) 第2グループ(1～5％) 第3グループ(0.5～1％) 第4グループ(0.05～0.5％)

クラスI
(2件～/

人）

Wales Institute, Cardiff
London School of Hygiene and Tropical Medicine

(0.1 1
件/人）

英国

（2005-2007年）＞

1000

2000 

3000 

4000 

5000 

6000 

A. 教員と医局員・その他 (人)

1～274 274～548 549～822 823～1096

1000

2000 

3000 

4000 

5000 

6000 

A. 教員と医局員・その他 (人)

1～43 44～86 87～129 130～170 グループ 日本 英国

4 4

(4,0,0)

13 27

第1グループ
（シェア5％～）

第2グループ

Cambridge The Royal Veterinary College
Oxford
University College London Southampton

Liverpool
Aberdeen
Reading
Surrey
St Andrews
Bath
Manchester Exeter Aston University
Edinburgh East Anglia
Birmingham Sussex
Nottingham Swansea University
Leeds Heriot-Watt University
Glasgow Cranfield University
Newcastle-upon-Tyne Keele

クラスII
(1.5～2
件/人）

Bristol
Sheffield

クラスIII
(1～1.5

研
究
者
1
人
当
た
り
論
文

※英国の大学名表示
は、[the university of ]
を省略している。

英国 各分野 おける総支出額 高 大学 ト （単位 千ポ ド）

0 

1000 

60.0 

80.0 

100.0 

論文シェア(%)

1～274 274～548 549～822 823～1096

0 

1000 

60.0 

80.0 

100.0 

論文シェア(%)

1～43 44～86 87～129 130～170

(10,0,3)

27 16

(18,4,5)

135 48

（シェア1～
5％）

第3グループ
（シェア0.5～

1％）

第4グループ
（シェア0.05～

The Queen's University of Belfast
York
Durham
Leicester
Loughborough University
Dundee
King's College London
Cardiff University Lancaster
Warwick Brunel University
Strathclyde University of Ulster

Hull
Plymouth

44大学

件/人）

クラスIV
(0.1～1
件/人）

Queen Mary and Westfield College

文
数 ※英国の第4グループ

には48大学含まれるが、
研究者1人あたりの論
文数によるクラス分け
によって、クラスI～IVに
含まれない大学が2つ
ある。

（注1）日本の大学数における（）内の数字は、そ
れぞれ国立・公立・私立大学の数を表している。
（注2）論文シェア0.05％未満の大学は、分析対
象から外した。

＜英国の各分野における総支出額の高い大学リスト （単位：千ポンド）＞

0.0 

20.0 

40.0 

97.1% 2.5% 0.1% 0.2%

0.0 

20.0 

40.0 

78.9% 14.8% 4.3% 2.0%

※集計期間：期間Dで集計（インプット→2004～2006年、アウトプット→2005～2007年）
※対象機関：日本→1096機関、英国→170機関（大学・短期大学相当機関を集計）

(36,15,84)

分析対象大学数 179 95

0.5％）

大学名 グループ D. 2004-2006 大学名 グループ D. 2004-2006

Imperial College of Science, Technology and Medicine 第1グループ 6103 The University of Bristol 第2グループ 6066

The University of Cambridge 第1グループ 7274 The University of Edinburgh 第2グループ 5774

The University of Oxford 第1グループ 10491 The University of Leeds 第2グループ 8066

University College London 第1グループ 3956 The University of Manchester 第2グループ 10402

The University of Nottingham 第2グループ 6298

The University of York 第2グループ 6551

Total Expenditure_11 Chemistry
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日本の研究環境（研究時間、研究支援）を分析するため、２つのアプローチをとった。 １つめは、国内

２つめは、日本の主要大学・研究拠点と、欧米の世界トップレベルの大学・研究拠点を対象として総
合的な比較分析をなった。大学に関しては、カリフォルニア工科大学、東京工業大学、東京理科大学
を分析対象とし、研究拠点に関してはマックス・プランク免疫生物学研究所、大阪大学免疫学フロン
ティア研究センターを分析対象とした。

大学の研究環境（研究時間、研究支援）

の5分野（応用物理、化学、基礎生物学、機械工学、数学・理論物理）の研究室主催者によりパネル
を設置し、アンケート調査とパネル議論を組み合わせ、分析を行なった。

分析対象となった日本の大学は、研究費の規模や論文発表数などから見る限り、海外の卓越
した大学に比して遜色のない存在感を示しているが、論文の被引用数、国際的に著名な褒賞
の受賞者数などでは両者の間になお格差がみられる。
科学研究に顕著なインパクトを及ぼす成果は、新たな研究領域の創出に伴って現れる。新領
域創出を促進するシステムは日米の対象大学で大きく異なっている。

①研究時間の減少

モデル名 モデルC　（Collaboration） モデルT (Transboundary)

大学 カリフォルニア工科大学 東京工業大学 東京理科大学

＜新領域創出を促進するアカデミック・モデル＞

国立大学法人化の前後となる2003年と2007年を比較すると、分野により多少差があるもの

の、「研究に関する活動時間」の割合が、45％から34％まで減少した。一方で、全分野にお

いて特に「組織活動に関する時間」の割合が増加し、総活動時間も増加している。

全ての大学分類（旧帝大、国立総合、私立総合、国立単科、私立単科）において「研究に関

する活動時間」が減り、「組織運営に関する活動時間」が増加している。 大学 カリフォルニア工科大学 東京工業大学、東京理科大学

背景 小規模であることを戦略的に維持 拡大・成長戦略をとる方向

コンセプト

組織を小規模に維持する戦略をとることにより、専門
の枠を超えた研究者間のコラボレーションに基づく研
究プロジェクトを促進し、学際的新領域の創出をもた
らすシステム

何らかの基盤的資金に依拠して、再編・統合された
新たな研究組織をコアとして、分野横断・融合や問
題解決型の学際研究を創出するシステム

モデルＴのコアモデルＴのコアモデルＣのコアモデルＣのコア

会議等によって大学研究者の時間が細切れになっている度合を算出したところ、連続して研

究できる時間は、平均して2時間前後である。分野により差があるが、総じて若手より教授ク

ラスにそのしわ寄せがきている。

②研究活動の多様性

研究室構成員の活動時間の内容やパターンは分野により大きく異なっており 「グループ研

常設組織

研究者
（領域b）

研究者
（領域ｃ）

研究者
（領域a）

常設組織

研究者
（領域b）

研究者
（領域ｃ）

研究者
（領域a）

（コラボレーション）

研究者
（領域a）

研究者
（領域b）

研究者
（領域c）

（コラボレーション）

研究者
（領域a）

研究者
（領域b）

研究者
（領域c）

研究室構成員の活動時間の内容やパタ ンは分野により大きく異なっており、「グル プ研

究型」と「個別研究型」に大別される。

分野により研究支援に係る業務の種類や、それを遂行する体制が異なる。現状では、研究

支援業務の相当部分を大学院生や学部生に依存せざるを得ない研究室はかなり多く、この

ような状況は好ましいものではない。

良い点

研究者の自立的な協力関係に基づくので、機動性
がある。

独立した常設組織をコアとしているため、大規模か
つ長期的なプロジェクトを担うことが可能。学際研究
のみならず、分野融合を推進する仕組みにもなる。

課題

大規模な研究課題の受け皿になりづらく、分野融合
のような長期的な取組みを要する課題に適さない。

常設組織の意思決定には分野間の利害等に関する
フォーマルな調整機能が必要なため、相対的に高い
ガバナンスコストがかかる研究に関する活動 教育に関する活動 組織運営に関する活動

＜各活動時間数（積み上げ：教授、准教授、講師）＞

大学分類別
研究に関する活動 教育に関する活動 組織運営に関する活動

分野別

ガバナンスコストがかかる。

教員１人
当たりの
支援者数

3.7人（カリフォルニア工科大学） 1.2人（東京工業大学）
1323

1022

1230

1055

726

799

627

680

481

671

408

617

226

299

397

433

116

168

128

132

73

90

88

93

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500 4000

・

H15

H19

・

H15

H19

・
・

研究に関する活動 教育に関する活動 組織運営に関する活動

研究関連の社会サービス活動 教育関連の社会サービス活動 診療活動
その他の活動

平均時間計

○応用物理(N=4)

○化学(N=9)

○全分野(N=47)

2945

3052

2878

3008

1323

1022

1515

1239

726

799

668

689

481

671

723

859

226

299

287

377

116

168

100

133

45

73

90

73

0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

H15

H19

H15

H19

・
・

研究関連の社会サービス活動 教育関連の社会サービス活動 診療活動

その他の活動

○旧帝大(N=16)

○国立総合(N=14)

○全分野(N=47) 平均時間計

2945

3049

3339

3370

2138

1825

1013

865

1359

859

719

756

689

727

640

767

349

548

422

597

559

796

251

379

92

105

405

545

116

128

89

140

156

204

41

76

107

222

180

41H15

H19

H15

H19

H15

H19

・
・

・

○化学(N=9)

○基礎生物(N=12)

○機械工学(N=10)

○数学・理論物理(N=12)

3614

3678

2382

2542

3298

3392

1233

843

1758

1334

1009

781

724

790

620

872

960

1095

432

721

267

492

451

597

206

284

122

143

193

344

140

183

131

148

110

288 24

141

48

17

H15

H19

H15

H19

H15

H19

・
・

・

○国立総合( )

○私立総合(N=3)

○国立単科(N=7)

○私立単科(N=7)

2890

2962

2898

3035

2740

3128

大学の研究支援機能強化の方向性

研究環境が分野の違い、大学の環境により大きく異なり、求められる支援も一様ではない。
→ 「大学教員の研究時間の量と質の拡大・充実」と「博士課程、修士課程の学生の研
究・教育への傾注度向上」というような指標を向上させる支援モデル事業

1023

704

873

969

599

752

135

181

106

208 9

H15

H19

・

○数学 理論物理(N 12)

2736

2823

1192

994

673

741

148

296

205

168

104

106

61

114

H15

H19

・

○私立単科(N 7)

2383

2419

※本調査での、「職務」とは、研究者として行なう活動全てを指す。自発的研究活動（休日の論文執筆等）も含まれるため、大学との雇用契約上の
職務時間とは異なる。

※職務時間を、活動の種類により、「研究に関する活動」、「教育に関する活動」、「組織運営に関する活動」、「研究関連の社会サービス活動」、
「教育関連の社会サービス活動」、「診療活動」、「その他の活動」に分類されている。

日本の大学の組織特性は、米国とは異なる。
→特に、新領域の創出のための研究推進に係る専門的視点人材の育成・充実
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我が国の博士課程を2002年度から2006年度に修了した者（満期退学を含む）のキャリアパスの多様性

や国際流動性を調査した。博士課程のある大学全てを調査対象とし、得られた博士課程修了者の個人
単位データの件数は75,197件であった。（文部科学省「学校基本調査」の集計値とほぼ一致）

（1）研究人材の流動性と研究成果

（2）博士課程修了者の進路
科学技術人材

国内の研究組織および研究者に対する大規模調査を行い、研究者の流動実態と研究成果の関係を
明らかにした。（回答者数9369名）

我が国の研究者の流動性は長期的（10年～20年）にみると向上しており、特に若手層（35～44

歳）の流動性が増加している。

博士課程修了直後の職業を見ると、ポストドクターになった者が全体（2002‐2006年度修了者合

計）の15％、大学教員職に就いた者が19％であるなど、研究開発関連職に就いた者が全体の約

半数を占めている。

博士課程終了直後の職業が不明となっている割合は全体の23%を占める。

博士課程修了直後にポストドクターになった者は理学・農学分野で高い。
海外機関で本務研究経験を有する研究者の英語論文の生産性は高く、海外との研究交流も盛

んである。

ポストドクターの経験がある研究者の割合は経年的に高まっており、従事期間も長くなっている。

ポストドクター経験者は、未経験者よりも英語論文の生産性が高く、国際共著論文の数が多い。

任期付任用の制度は流動性増大に大きく寄与しているものの、研究者にとっては職の安定性や

博 課程修了直後 ポ トドクタ な た者は理学 農学分野で高 。

日本人博士課程修了者の修了直後の海外移動は修了者全体の2%であり、その多くがアメリカ、

ドイツ、イギリスなどの欧米のポストドクターになっている。

100%

＜進路の多様性：博士課程修了者の修了直後の職業＞ ＜日本人修了者の修了直後の所在国＞

＜年齢層別転出率の推移＞

任期付任用の制度は流動性増大に大きく寄与しているものの、研究者にとっては職の安定性や

社会保障に不安を抱く一因になっている。

＜海外本務経験と論文発表数の関係＞
5%

8%
8%

4%

6%

7%

19% 13% 15%

16%

19%
34%

25%

8%

3% 5%
7%

13% 43%

4% 5%
5%

3%

1%

10% 11%
8%

9%
6%

17% 18%
14%

23% 22% 21% 17% 14%

35% 36% 33%

1%

6%
5%

7%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90% 不明

その他

専門知識を要する職

医師、歯科医、獣医師、薬剤師

その他研究開発関連職

大学教員（その他）

大学教員（専任）

アメリカ合衆国, 737
, 1.2%

国外, 1137,
2%

ドイツ, 83 , 0.1%

国内, 44,149 , 73%

不明・非該当,
15,170 , 25%

在籍者延べ人数
0.07 12

＜優れた研究者を確保するための組織としての取組＞

15%

34%

16%

30%

8% 10% 7% 7%

11% 10%

13% 10% 16% 17%

6%

0%

10%

20%

全体
(n=75197)

理学
(n=9047)

工学
(n=17896)

農学
(n=6055)

保健
(n=23155)

人文
(n=7023)

社会
(n=6960)

その他
(n=3439)

大学教員（専任）

ポストドクター

韓国, 27 , 0.0%

ロシア, 4, 0.0%
タイ, 7, 0.0%

中国, 39, 0.1%
フランス, 40, 0.1%

カナダ, 44, 0.1%

その他, 109 , 0.2%

イギリス, 47 , 0.1%

（3）優れた人材確保の取組在籍者延べ人数

4,867

在籍者延べ人数

8,104
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独法・国研
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海外機関 (N=7)

特に取り組みはしていない

自由度の高い研究費の提供

充実した研究スペースの提示

支援人材の充当

高い給与の提示

人材獲得サービス(ヘッドハンティング)の利用

＜ポストドクター経験と論文発表数の関係＞＜任期ありから任期なしへの移動前後の満足度の変化＞

高い。一方、日本では組織としてこう

した特別な取組を行っていない割合
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海外経験あり ( N=830 )

8.5 

10.2 

8

10

12

最
近

給与(報酬)

社会保障

職の安定性・将来性

勤務地
%

57.1%
42.9%
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■ 任期付の研究職に就くことを前向きに評価できる仕組みの必要性
任期付の若手研究者が職の安定性や将来性に不安を感じている現状を解決する必要がある
→ ・任期のない研究者になるために必要な成果や条件をクリアにする

・研究者自身が研究キャリアの中で任期付の職に就くことを前向きに評価できる仕組み

3.1 

6.6 

0.9 
1.9  1.5 1.6 

3.0 

2

4

6

83
年
間
の
論
文
数

勤務地

労働条件
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研究設備に関する支援

独立性
・研究者自身が研究キャリアの中で任期付の職に就くことを前向きに評価できる仕組み

■ 国際交流の更なる奨励
日本の研究者が海外の経験を積むことは、研究者の研究水準及び国際的なプレゼンスの向上と

いう点で重要、ひいては海外からの優秀な研究者を集めることにも繋がる
同時に、帰国後の戻り先の確保についての対策も必要

0

日本語 英語 国際共著（英語）

ポスドク経験なし ( N=6,302 )
ポスドク経験(国内のみ) ( N=2,466 )
ポスドク経験(海外あり) ( N=601 )
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(研究者数=1,510 、延べ移動数=1,588 )
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基盤となる先端研究施設

③研究者の意識

知的財産の創出と産学官連携 SPring-８、産総研（ナノプロセシング施設）、名古屋大（超高圧電顕）等８機関を分析
利用企業からサービス面も含めて高い評価を得ている。

イノベーションシステムの状況

①我が国の大学等や独法の産学連携活動
は着実に進展

共同研究の件数、受入額とも顕著に増加。
特許の出願数・共同出願の割合、ライセンス件数、

ライセンス収入とも着実に増加。

産学連携関係の公的研究費は 研究者の産学連

③研究者の意識

研究者の産学連携の主な目的は、研究成果の実用化と外部
資金の獲得。研究者自身への主な効果は、出口を意識した研
究の実施と研究室の活性化。このように研究者にとっての産学
連携活動の位置づけは多様。

機関の支援体制で改善の必要を感じる主な点は、活動の業
績評価 仕組み 企業と 継続的な関係構築

利用企業からサ ビス面も含めて高い評価を得ている。

我が国のイノベーション創出に大きく貢献する先端研究施設は、その運営に資金確保
という大きな課題を抱えている機関が多い。また、施設利用者の利用をサポートする支
援員等の人材確保が課題となっている。

知の創造の基盤として国はどのような施設をどのような資金でどのように供用していく
のかというスキームを構築し、支援策を講じていく必要。

ベンチャー企業環境 事業の課題

40%

50%

60%
3位

2位

1位

産学連携関係の公的研究費は、研究者の産学連
携活動の契機、研究成果実用化に効果があった。

②組織としての状況の変化

大学等や独法はこれまで機関内の体制整備に注力
してきた 現在は積極的な外への働きかけを強く意識

績評価の仕組み、企業との継続的な関係構築 。

研究者自身の主な課題は、アカデミックな研究・教育活動と

のバランス等。

産学連携活動の発展のためには、専門的な支
援人材の育成・確保が必須であり、国の施策の一
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してきた。現在は積極的な外への働きかけを強く意識
している。

機関は、持続的・発展的に活動を進めるため、特に
専門支援人材の育成・確保や他機関との関係等に問
題を抱える。

共同研究・受託研究での活動の重心変化 研究者が機関の体制で改善の必要を感じる点

援人材の育成 確保が必須であり、国の施策の
層の展開が必要。

機関によってどのようなミッションの重み付けを
するかの方向性、産学連携の業績評価のシステ
づくりを検討すべき。

現在
１. 共同研究・受託研究の専任支援員（リエ

ゾン要員・コー ディネー タ等）の確保・充実

2. 共同研究・受託研究に関する相談窓口・
機能・体制の強化

3. 貴大学等内シー ズの把握

4. 企業ニー ズの把握

ズ ズ

1. 産学官連携・知財関連部門の組織・人材

2. 外部機関（外部TLOや他大学等など）と

の連携

3. 機関の研究成果や各研究者の研究内容
の情報発信、PR

4. 産学連携コーディネータの育成や産学
連携のマッチング

5. 企業との継続的、発展的な関係を構築し

ていくための仕組みづくり

6 産学連携による研究と基礎研究のバラン

起業時*の資金源（上位3項目） *設立から1年以内
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現 在
１. 共 同 研 究 ・受 託 研 究 の 専 任 支 援 員 （リエ

ゾ ン要 員 ・コ ー デ ィネー タ等 ）の 確 保 ・充 実

2. 共 同 研 究 ・受 託 研 究 に関 す る相 談 窓 口 ・
機 能 ・体 制 の 強 化

3. 貴 大 学 等 内 シ ー ズ の 把 握

4. 企 業 ニ ー ズ の 把 握

産 学 の ズ とシ ズ の

機

2003年
１. 共同研究・受託研究の専任支援員（リエ

ゾン要員・コーディネータ等）の確保・充実

2. 共同研究・受託研究に関する相談窓口・

機能・体制の強化

3. 貴大学等内シーズの把握

4. 企業ニーズの把握

5. 産学のニーズ とシー ズ の
マッチング活動

6. 共同研究・受託研究契約の明確化、

契約業務の簡素化、迅速化

7. 共同研究相手先の選定

（例：地域企業、海外企業との連携強化等）

8. 複数機関が参加す る

コンソー シアム 型共同研究の推進

9. 包括的・組織的連携の推進

(N=60)

1位 (N=454)

6. 産学連携による研究と基礎研究のバラン

スのとり方

7. 産学連携活動の成果を教育・研究活動

へフィードバックしていく仕組み

8. 利益相反・知財に関す るルールの運用

9. 研究者等に向けた産学連携活動・知財

活動に関す る啓蒙

10. 産学連携活動・知財活動に対す る教職

員の業績評価の仕組みづくり

11. 外部資金受入等の手続きを効率的に事

務処理できる能力、体制

全体
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契約業務の簡素化、迅速化

7. 共同研究相手先の選定

（例：地域企業、海外企業との連携強化等）

8. 複数機関が参加する

コンソーシアム型共同研究の推進

9. 包括的・組織的連携の推進

(N=60)

1位
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12. 企業との人材交流の推進及び手続き面
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現在1. 知財専任職員の

確保・充実

2. 知財に関する
相談窓口・機能・体制の強化

2003年1. 知財専任職員の

確保・充実

2. 知財に関する

相談窓口・機能・体制の強化

0 10 20 30 40 50

10 .そ の 他

2位

3位

研究者が認識する課題
1. スケジュール・工程管理、役割分担等含めたマネ

ジメント

2. 連携先企業とのコミュニケーション

続 築

0 10 20 30 40 50

10.その他

2位

3位

日本では欧米に比べて民間での資金調達は限定されているが、不況でベンチャー
企業にとって資金調達の問題は深刻化しており、公的支援の役割は高まっている。

ベンチャー企業の資金源は起業時も現在も自己資本が主となっている。

出典：科学技術政策研究所「大学等発ベンチャーの企業戦略及び支援環境に関する意向調査」（2008年11月実施）

大
学 N=363（ライフ以外）相談窓 機能 体制の強化

3. 職務発明の検討委員会の運営

（発明評価委員会など）

4. 特許出願業務の

効率化

5. 知財の維持・管理

6. 保有している知財の

ライセンスや売却に向けた活動

相談窓 機能 体制の強化

3. 職務発明の検討委員会の運営
（発明評価委員会など）

4. 特許出願業務の

効率化

5. 知財の維持・管理

6. 保有している知財の

ライセンスや売却に向けた活動

3. 連携先企業との継続的な関係の構築

4. 連携先企業との知財の権利の扱いや知財活動に

関わるルールの整備・運用

5. 利益相反に関するルールの整備・運用

6. 研究者自身のモチベーションの維持

7. ご自身のアカデミックな研究と産学連携活動との

バランス

8. 連携先企業の技術力・知識の活用

9. 機密情報等の取り扱いに関する連携先企業との

意識の相違

民間の資金調達環境が充実している米国でもSBIR制度は民間が投資をしにくい初
期投資として重要な役割がある。

米国政府は民間技術を効率的に活用する手段としてSBIR制度を位置づけている。
日本政府もベンチャー企業の技術を有効活用する方策について検討すべき。
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7. 企業等との共同出願

8. 海外への出願

9. TLO等との連携

10.その他

(N=60)
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(N=486)
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意識の相違

10. 産学官連携担当部門の人材の充実度、マネジ

メント能力

11. 所属機関の事務処理能力

12. 産学連携活動に対する貴大学等内の評価

13. 特になし

14. その他

1位

2位

3位
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科学技術投資の成果

１．アウトカム指標としてのTFPの分析

３．大学・公的研究機関の多様な成果

＜選定された代表的成果事例＞

大学・公的研究機関（189機関）から、1052件の成果事例を収集し、39事例を代表的成果事例
として選定した。

①研究開発活動はTFP成長率に有意に正の寄与

2001年から2006年の企業の個票データをもとに研究開発費等とTFP（全要素生産性）の関

係を分析した結果、「研究開発費の対売上高比」や「研究者数の対従業員数比」などの指標

がTFP成長率に有意に正の寄与。

TFP成長率と3年前の研究開発集約度の回帰係数が大きい とから 企業の研究開発活動

＜選定された代表的成果事例＞
大政策目標 No. 成果名 機関名

1 新系統の高温超伝導物質を発見 東京工業大学

2 マイクロ波よる無線エネルギー送電技術の確立 京都大学

3 世界で初めてシラスウナギの人工生産に成功 水産総合研究センター

4 細胞死の分子機構解明 京都大学・大阪大学

5 グリーンランド氷床コアから解読した過去の地球環境情報 北見工業大学

6 新しい光ナノ構造「フォトニック結晶」の開発とそれによる自在な光制御の実現 京都大学

7 光で生体の脳回路を見てみよう 生理学研究所

8 月の起源と進化の解明に迫る、月周回衛星「かぐや」 宇宙航空研究開発機構

9 サイレント超音速飛行機「MISORA」 東北大学

＜目標１＞

飛躍知の
発見・発明

＜目標２＞
科学技術の
限 突破TFP成長率と3年前の研究開発集約度の回帰係数が大きいことから、企業の研究開発活動

がTFPに影響を与えるまでにある程度の期間が必要

②製造業の研究開発はTFP成長率の28％に寄与

研究開発を実施している製造業の企業では、TFP成長率2.4％のうちの研究開発による寄

与は0.67％分、すなわち研究開発はTFP成長率の28％に有意に寄与

10 地球深部探査船「ちきゅう」の建造と「南海トラフ地震発生帯掘削計画」の開始 海洋研究開発機構

11 南北両極域における温室効果気体の観測による地球環境変動の研究 国立極地研究所

12 超高効率な発電性能を有する風レンズ風車の開発と高精度な数値風況予測による風力エネルギーの有効利用 九州大学

13 メタンガスを原料とする水素及びナノカーボンのコプロダクション 北見工業大学

14 亜臨界水処理とメタン発酵による有機性廃棄物の資源・エネルギー化 大阪府立大学

15 バイオエタノールを選択的に低級オレフィンに転換しバイオプラスチック製造を可能にする触媒の開発 東京工業大学

16 トンネル内浅層地中熱を利用した水平Ｕチューブ方式によるトンネル坑口の融雪システム 福井大学

17 トロンが作る多漢字利用システム 東京大学

18 人を引き込む身体的コミュニケーション技術（身体的引き込み技術） 岡山県立大学

19 時系列メディアのデザイン転写技術の開発 関西学院大学

20 常温でセラミックスを作る省エネプロセス技術 産業技術総合研究所

21 世界最強の超軽量マグネシウム合金 熊本大学

22 未来蓄電デバイス材料の創成 関西大学

限界突破

＜目標３＞

環境と経済の
両立

＜目標４＞

イノベーター
日本

6.00%

2003～2006年の売上高
成長率：5.46％（年平均）

2003－06年の売上高成長率：
5.46％（年平均）

＜研究開発活動のTFP成長率への寄与＞＜付加価値成長率を成長要因に
分解した国際比較＞

22 未来蓄電デバイス材料の創成 関西大学

23 宇宙生活の安全性と快適性を保障する生活関連の技術開発 日本女子大学

24 生物磁石合成機構の解明と医療計測への応用 東京農工大学

25 世界最高水準のロケットの開発 宇宙航空研究開発機構

26 個体内レドックス制御因子の同時分離画像解析を可能とする多重磁気共鳴生体レドックス画像化システム 九州大学

27 世界初の新規抗血栓薬の開発 三重大学

28 ヒトがんワクチン療法の開発 東京慈恵会医科大学

29 アルツハイマー病の原因物質の分子メカニズム解明 理化学研究所

30 肝臓再生医療 山口大学

31 生体分子を標的とする分子認識を基盤とした難病治療薬の開発 京都薬科大学

32 災害時に役立つヘリコプター衛星通信システム 情報通信研究機構

33 巨大地震の研究 産業技術総合研究所

34 ＭＰレーダを用いた「ゲリラ豪雨」の発生予測に関する研究 防災科学技術研究所

＜目標５＞

生涯
はつらつ生活

＜目標６＞
全産業

8

growth rate TFP

K

※韓国は参考値

全産業
8

growth rate TFP

K

※韓国は参考値

TFP
資本寄与

事 府 援
1 00%

2.00%

3.00%

4.00%

5.00%
労働と資本によ
る産出量成長率
への寄与

その他の要因に
よるTFP成長率
への寄与

研究開発活動に
よるTFP成長率
への寄与 

2003～2006年のTFP成
長率：2.40％（年平均） 100%

2003－06年のTFP成長率：
2.40％（年平均）

34 ＭＰレ ダを用いた「ゲリラ豪雨」の発生予測に関する研究 防災科学技術研究所

35 緊急地震速報の実用化と進展 気象庁気象研究所

36 クロマグロ養殖産業の確立と資源保護 近畿大学

37 自殺予防研究プロジェクト 秋田大学

38 東証マザーズ上場の主軸となった指紋認証装置の認証アルゴリズム開発 名古屋工業大学

39 インフルエンザウイルス感染過程の解明とその応用 科学技術振興機構 （代表研究機関 東京大学）

安全が
誇りとなる国

４．公的研究開発・支援がこれまで果たしてきた役割
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①太陽光発電の普及

１２事例から分かる効果的な政府支援

①成果進展には多様な支援による相乗効果が不可欠

②安全・医療の分野では、「研究資金投資・社会制度策定・研究拠点形成」の組合せが有効

③低炭素社会・ユビキタス社会の分野では、「戦略策定と国民への理解促進」が有効

④ １２事例すべての成果を支える「研究資金投資」と「研究拠点形成」

0.67% 0.44%

0.00%

1.00%

製造業 全産業

28%

２．具体的なイノベーションのインパクト
- 太陽光発電について政府の施策が与えたインパクトの測定 -
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①太陽光発電の普及

1970年代以降に実施された研究開発・普及促進などの公的支援を背景として、太陽光発電

システムの国内導入量は、2007年末までに累積1900MWまでに達している。

②太陽光発電のもたらしたインパクト

住宅用太陽光発電は、1997～2005年に1044MW導入され、そのCO2削減効果は750万ト 発見・知見

〈大目標２〉 科学技術の限界突破

〈大目標１〉 飛躍知の発見・発明

大目標1

【事例1】

●iPS細胞の創出

【事例2】

●脳科学の展開

大目標2

【事例3】

●地球と宇宙の探査・観測技術

【事例4】

●X線自由電子レーザーと

大型放射光施設

科学技術成果ポートフォリオ

発見・知見
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【事例4】

●X線自由電子レーザーと
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【事例1】

●iPS細胞の創出

【事例2】

●脳科学の展開

大目標2

【事例3】

●地球と宇宙の探査・観測技術

【事例4】

●X線自由電子レーザーと

大型放射光施設

科学技術成果ポートフォリオ

ンと試算されている。

③住宅用太陽光発電拡大への補助金制度の効果
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大目標5

【事例5】

●動脈硬化予防・治療法
（高脂血症治療）

【事例6】

●放射線によるがん治療技術
（重粒子線治療）

この制度は、消費者が太陽光発電システム

を導入する際の費用負担を大幅に低減さ

せた。これにより1997～2005年の住宅用
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●新興・再興感染症の制御技術
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【事例11】

●新興・再興感染症の制御技術
（検知・予防・診断・治療）

【事例12】

●自然災害の減災システム技術

せた。これにより1997 2005年の住宅用

太陽光発電の国内導入量は540MW増加

し、CO2削減効果も380万トンに及ぶと推計

された。
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